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論文題名：発展途上期日本の地主小作関係と村落――開発ミクロ経済学的アプローチ―― 

 

現代の発展途上国では，「教育，仕事，食料，保健医療，飲料水，住居，エネルギーな

ど最も基本的な物・サービスを手に入れられない状態」という貧困の問題が依然として残

っている．しかし，このような発展途上国が直面する貧困・開発問題は，何も現代に特有

なものではなく，先進国もかつて発展途上であった時期に同様の問題を抱えていた．例え

ば現代のタイの農民が天候に気を揉むように，日本もかつて東北地方を中心に幾度の飢饉

に見舞われ，ダッカで見られるような残飯屋が大正時代の東京でも陸軍宿舎を商品の調達

源として繁盛していた．日本のような先進国はかつてどのようにしてこれらの問題を解決

し，経済発展を成し遂げてきたのだろうか．その経験を現代の発展途上国の貧困削減と経

済発展に活かすことができないだろうか． 

本研究の目的は，日本がかつてどのような貧困・開発問題に直面し，それにどう対処し，

なぜ経済発展を成し遂げることができたのか，その歴史的パターンのミクロ的な特徴を「取

引統治」と「取引の制度化」という観点から見いだすことである．そのために，本研究は，

歴史的な文脈に留意しつつ，日本の経済発展・開発の経験をミクロ経済学的に分析する．

具体的な対象としては，発展途上期日本の，特に農村における制度である．戦前期（昭和

初期）の地主小作関係と小作契約，および近世江戸時代の村請制と呼ばれる徴税制度と農

村金融制度を取り上げる．本研究の具体的な課題は，第1に，地主小作関係と近世の村請制

や信用取引を取り巻く制度がどのような経済的な特徴を持ち，それが取引統治の問題や，

貧困・開発問題に対してどのような影響を与えたのかを明らかにすることである．そして，

それぞれのトピックと制度のなかから共通点を見いだし，特に取引を統治し制度化する母

体となった共同体の役割に注目しながら，日本の経済発展のミクロ的なパターンや特徴を

抽出する．これが第2の課題である．最後に，第3の課題は，そのパターンに基づいて，現

代の発展途上国に応用可能な教訓を見つけ出すことである． 

本研究の独創性は，発展途上期の日本の制度を開発ミクロ経済学的な問題関心と枠組み

で分析したことである．この分析を通して，日本の経験を開発経済学の分野で共有可能に

し，また経済発展における村落の役割と，その形成過程に関する新たな視点を提示したこ

とが貢献である． 

 

第1章では，本研究の特徴である「日本」，「歴史」，「ミクロ分析」という3つの側面



から，開発経済学における研究蓄積を選択的にレビューする．そして，日本の経済発展を

対象とした開発ミクロ経済学分析は，開発経済学上の真空地帯となっていることを示す． 

第2章では，戦前期日本の地主小作関係について，日本に特徴的な減免契約という小作契

約の経済的な特徴を理論的に明らかにする．農村の地主小作関係における小作契約は，形

態によって小作人に与えるインセンティブが異なり，農業生産上の効率性に影響を与える．

さらに，収穫物を地主と小作人間でどのように分配するかは，リスク分散や消費の効率性

にも影響を及ぼす．地主小作関係と小作契約は，以上のような農業生産の効率性と，生産

物の分配と消費の効率性に関わる制度であり，発展途上経済の特に農村において重要な意

味を持つ． 

世界各地で通常見られる小作契約の原型は，定額小作か刈分小作であるが，戦前期日本

では両者の折衷型と言うべき，不作時の小作料を減免する慣行が付いた定額契約（減免契

約）が主であった．この章では，当時の地主小作関係や小作契約，減免の実態などについ

て概観した後，契約理論の枠組みに基づいて減免契約をリスク分散とインセンティブの付

与というトレード・オフの観点から分析する．そして，減免契約が農業生産上のリスクや

それへの対処がさほど問題とならないような状況において，定額や刈分契約よりも効率的

であることを示す．したがって，日本の地主小作関係は，定額や刈分を採用した各国の関

係よりも，生産上も分配上も効率性が高かったと言えるのである．では，なぜ日本以外で

は効率的な減免契約が一般的には見られなかったのだろうか． 

第3章では，減免契約を履行するときにかかる取引費用に注目しながらこの問題を考察し，

戦前期岩手県における刈分小作の分布の決定要因を，リスクと取引費用の観点から定量的

に検証する．減免は，地主と小作人の利害が明確に対立するため，減免の発動条件が明確

に定められ，契約が法的な根拠を持たない場合は，減免履行の是非や率を巡る煩雑な交渉

を要し，取引費用が高くなる可能性があった．このため，この取引費用の大きさによって

は，減免契約を採用するよりは，定額や刈分小作の方が望ましくなる．日本の場合は，小

作料減免を村落の集団的な地主小作関係のなかに内包するかたちで制度化したことが，取

引費用の高騰を抑制し，減免契約の普及を後押ししたひとつの要因であったことを論じる．

そして，全国でも刈分小作が多かった岩手県において，それが特にやませによる冷害の影

響を受けて収量変動が大きい地域に集中しており，リスクに対する耐性が契約選択の主要

な決定要因であったことを実証する．以上の分析は，日本では村落が減免にかかる取引費

用を下げ，農業生産上の効率性を高めていたことを示唆する．つまり，ある社会がどの程

度効率的な経済活動を実現できるかは，村落などの社会的な背景に大きく依存することを

示している．では，なぜ日本では，村落がこのような役割を果たす一方で，現代の発展途

上国の一部ではそれができないのだろうか． 

第4章では，日本の村落の歴史的なルーツと経緯に目を向け，近世江戸時代の課徴税制度

である村請制を経済学的に理解し，それが日本の農村社会と経済発展にどのような影響を

与えた可能性があるかを議論する．村請制は，年貢が個別家計ではなく村に課せられ，そ



の皆済に村が連帯責任を負うという特徴を持っていた．村請制の検討は，連帯責任とチー

ム生産に関する統治問題を浮き彫りにする．この章の第1の論点は，村請制の連帯責任は，

年貢の徴収率などを高めるという利点を持つ一方で，農民間でモラル・ハザードや履行強

制の問題を招き，常に破綻の危険性を帯びているということである．第2の論点は，村によ

って関与・管理された質地を介した年貢立替・融通の制度が，この問題を軽減したという

ことである．また，質地金融が所得変動のリスクを分散し，消費を平準化する保険として

の役割を持っていたことも議論する．そして，第3の論点は，村請制の連帯責任が，年貢負

担の融通と村落の維持という2つの大きな課題とインセンティブを村落に与えることで，村

落独自の制度を誘発し，それを維持する統治体制を形成させ，村落社会全体の構造を規定

する契機となったのではないかということである．言い換えれば，村請制は村落が農村に

おける取引を自ら統治し，取引の効率性を高めるという，日本のミクロ的な経済発展パタ

ーンを形成する最初の発端となったことを主張する．この論点は，村落や共同体などの民

間組織が取引を統治するという認識を踏まえたうえで，それがどのように組織され，統治

を果たすようになるのかに関する歴史的な過程とメカニズムを説明する試論としての位置

づけにある 

以上の概要のように，本研究は戦前期の地主小作関係と小作契約を入り口に，日本の経

済発展パターンのミクロ的な特徴を，歴史的な視点から分析する運びとなっている．本研

究の事例を踏まえ，経済発展という大きな視点から見た場合に浮かび上がる日本の特徴は，

農村において村落が取引を統治するうえで重要な役割を果たしたということである．つま

り，村落が取引統治の担い手として，個人の行動を規律づけ，秩序を保ち，様々な在来の

制度を供給することで貧困・開発問題の軽減と経済発展に寄与した．この意味において，

本研究では，特に農村部における日本のミクロ的な経済発展パターンは，村落によって先

導された「共同体に基づく発展」であったことを主張する．これが，本研究の第1のメッセ

ージである． 

発展途上経済において，村落やコミュニティが市場の取引の不確実性を下げ，経済主体

の行動を規律づけ，取引を統治するという意味において，市場を補完する位置づけにある．

市場と村落，共同体などの民間組織の補完的な関係を踏まえると，政策的な課題としては，

いかにしてその補完機能を発揮させるような共同体を育成するかが問題となってくる．こ

の点について，本研究は，日本の事例から示唆される経済発展における政府の役割として，

私的所有権の保護や法体系の整備，公共財の供給といった社会基盤の整備の他に，政府で

は統治しきれない経済活動を民間部門が自ら統治するよう誘導することであることを主張

する．これが本研究の第2のメッセージである． すなわち，政府・市場・共同体の役割に

ついて，これまでの議論は「市場の失敗」を補完するような資源配分に関する政府と市場

の役割分担を巡るものであった．しかし，資源配分には取引統治が必要である．本研究の

新たな視点は，そのような民間組織の取引統治機能を誘発させるという点において，政府

が一定の役割を果たす必要があり，取引統治について政府と共同体の間での役割分担の議



論の必要性を提示するものである．すなわち，経済的な取引は市場が，市場で供給しきれ

ない公共財の供給を政府が，取引統治にかかるフォーマルな法体系などの大枠を政府が，

インフォーマルな制度などのミクロレベルでの取引の統治と制度化を共同体がそれぞれ担

うという役割分担が示唆される． 


